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特記仕様書 

 

委託業務名 二条城樹木育成管理に係る樹木位置測量・樹木調査業務委託 

履 行 場 所 京都市中京区二条通堀川西入二条城町 541 番地 

 

 

第１章 総則 

 

第１条 本業務の履行にあたっては、本特記仕様書によるほか、「土木設計業務等委託必携（令和８年２

月 京都市）※」（以下「業務等委託必携」という。）」によるものとする。 

※ 京都市情報館「トップページ」⇒「まちづくり」⇒「技術管理」⇒「監督・検査」⇒「設計・

測量等業務委託の仕様書、様式等」参照 

（https://www.city.kyoto.lg.jp/kensetu/page/0000190817.html） 

 

第２条 電子納品 
１ 本業務は電子納品対象業務とする。電子納品とは、「調査、設計、工事などの各業務段階の最終成果

を電子成果品として納品すること」をいう。ここでいう電子成果品とは、「京都市建設局電子納品実施

要領（業務編）（令和６年３月）」（以下「要領」という。）に基づき作成された電子データをいう。 
なお、要領に記載のない事項や疑義がある場合は、監督員と協議のうえ作成するものとする。 

２ 成果品は、要領に基づいて作成した電子成果品を電子媒体（CD-R、DVD-R、BD-R）で１部提出すると

ともに、紙媒体で１部提出する。なお、協議により電子成果品を２部以上提出することや部分的な紙媒

体の納品も可能とする。 
３ 成果品の提出の際には、京都市建設局電子納品チェックシステムによるチェックを行い、エラーがな

いことを確認後、ウイルス対策を行い提出すること。 

 

第３条 前払金 
 前払金は、請負代金の３０％以内とする。 
 

第４条 確認義務 
受注者は、次の事項に関して独自の判断で実施してはならない。 
（１）設計図書に明示していない事項 
（２）設計変更に関わる事項 
（３）天災その他不可抗力に関わる事項 
 

第５条 目的 

本業務は、元離宮二条城（以下、「二条城」という。）の自然資産である樹木の適切な育成管理を行うた

め、庭園等の樹木位置測量・樹木調査及び緑地の活用により現況地形が変更された範囲の現地測量を行う

ものである。 

 

https://www.city.kyoto.lg.jp/kensetu/page/0000190817.html
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第６条 提出書類 
 受注者は、履行にあたり、業務等委託必携の提出書類様式により発注者に提出し、承認を得るものとす

る。 
 
第７条 協議・報告の義務 
１ 受注者は、履行期間中において随時、業務等委託必携の様式に従い進捗状況を発注者に提出するもの

とする。 
２ 発注者との協議については、打合せ簿を作成し、立会を申し出る場合は立会願を提出するものとす

る。 
また、発注者との連絡を密にとり、発注者の申し出により必要に応じて報告書を提出するものとす

る。 
３ 受注者は、契約後速やかに担当技術者を選任し、図書の打合せ、現場説明からその任に就かせるもの

とする。協議は、そのつど記録し、打合せの際、相互に確認するものとする。 
 
第８条 秘密の保持 
 受注者は、本業務履行中に生じた全ての成果等を、発注者の許可なく他に公表及び貸与してはならな

い。 
 また、本業務により知り得た事項を他に漏らしてはならない。 

 

第９条 損害賠償等 

 受注者は、本業務の実施にあたり、文化財の破損及び来城者等に迷惑を及ぼさないように留意しなけれ

ばならない。 
 万が一、文化財の破損又は来城者等との間に損害が生じた場合は、全て受注者の責任において解決する

ものとし、発注者にその旨を報告するものとする。 
また、遅滞なく本市監督職員に報告し、その指示に従うものとする。 

 
第 10条 貸与する資料 

本業務に必要な関係資料を別途貸与するものとする。 
 受注者は、貸与された資料について借用書を提出し、本業務の完了時までに返還するものとする。 
 
第 11条 納入場所 

 本業務の成果品の納入場所は、京都市元離宮二条城事務所とする。 
 
第 12条 完了 
 受注者は、業務完了の際に完了通知書、引渡書、成果納品書とともに成果品を納め、完了検査を受ける

ものとする。 
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第 13条 疑義 
 委託必携に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、発注者と協議のうえ、指示に従うものとする。 
 
第 14条 文書による変更手続き 

業務内容の変更等により設計変更を行う必要が生じた場合には，変更契約手続きを文書により確実に

行うために、必要な指示や協議等は、打合せ簿や業務等委託関係書類等の書面により行うものとし、これ

がないものについては、設計変更の対象としない。 
 

第15条 安全管理 

本業務対象範囲は、一般供用中の施設であるため、調査時においては充分に安全対策を図ったうえで

作業を行うものとする。 

 

第16条 作業時における留意事項（現場条件） 

 本業務に当たっては、下記の事項（現場条件）に留意すること。 

１ 「二条城」は全域が史跡に指定されており、城内には国宝、重要文化財に指定されている建造物や

特別名勝に指定された庭園のほか、石垣、樹木、施設等は史跡の構成要素となっている。これら、各

施設等の文化財的価値を念頭におき、その保存に関して細心の注意を払いながら本業務を行うこと。 

２ 業務の実施に当たっては、来城者の安全確保のために必要な措置を講じるとともに、常に観覧、各

施設の利用、通行の妨げにならないよう配慮しながら施工を行うこと。 

３ 本業務対象範囲は、来城者の観覧ルートに該当するため特に、庭園内での作業については、来城者

の観覧に配慮した時間設定で作業を実施するものとする。 

４ 作業中に、来城者等とのトラブルがないよう十分に注意すること。万一、トラブルがあった場合に

は、受注者において丁寧に対処すること。また、速やかに監督職員へ報告すること。 

５ 作業中は、文化財及びその他施設に損傷を与えないよう注意すること。万一、文化財やその他施設

を損傷させた場合は、速やかに監督職員に報告し、その指示のもと処理し復旧すること。受注者の故

意又は過失により生じた損害は、全て受注者の処理及び負担とする。 

６ 「二条城」は、年間を通じて催事が実施されるため、催事の予定を考慮したうえで、作業日時を設

定し、本市監督職員の承認を得ること。 

７ 「二条城」は、入退城口、入退城時間について、細かくルールが定められているため、これらを踏

まえた作業計画とすること。 

８ 庭園内での作業については、コケ等を傷めないよう注意すること。 

９ 本業務とは関係のない建物及び施設内には許可なく立ち入らないこと。 

10 本業務関係者であることを明確にするため入城証を発行する。発行に伴い、関係者の氏名を指定の

様式に記載し、着手日の１０日前までに本市監督職員へ提出すること。様式については別途、提供す

るものとする。また、本業務完了後、速やかに入城証を返却すること。 

11 本業務中は、腕章を携帯し作業を行うものとする。腕章は貸与するものを使用し、その都度、返却

すること。 
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第２章 測量業務特記事項 

 

第 17 条 測量業務の打合せ等 

１ 測量業務における打合せは、業務着手時、成果品納入時の計２回行うものとする。中間打合せが必

要とする場合は、監督員と協議のうえ、打合せ回数を変更できるものとする。 

打合せ回数に変更が生じた場合は、設計変更の対象とする。 

２ 業務着手時及び成果品納入時には、主任技術者が立ち合うものとする。 

 

第18条 測量業務の内容 

１ 業務内容及び設計条件は、次によるものとする。 

（１）４級基準点測量 

本業務は、以下の条件で基準点測量を実施するものである。 

       範 囲 

項 目 
測量範囲－１ 測量範囲－２ 測量範囲－３ 測量範囲－４ 

永久標識設置 なし 

伐採 含まない 

作業工程 作業計画、選点、観測、計算整理 

地域・地形 都市近郊/平地 耕地/平地 

点数 ７ １３ 

 

（２）樹木位置測量（４級基準点測量） 

  本業務は、以下の条件で基準点測量を実施するものである。 

範 囲 

項 目 
樹木位置測量範囲－１ 樹木測量範囲－２ 

永久標識設置 なし 

伐採 含まない 

作業工程 作業計画、観測、計算整理 

地域・地形 耕地/平地 

点数（範囲別） １４ ２１ 

点数（合計） ３５ 

 

ア 本業務対象範囲の高木、中木、低木、地被類（コケ類を含む）の位置を観測し、本市が提供する

データ上に作図するものとする。 

イ 群植された低木、根締めとして植えられた地被類（コケ類を含む）については、おおよその平面

線形をデータ上に作図するものとする。 

なお、地被類（コケ類を含む）は、修景を目的として植栽された範囲のみを作図対象とする。 
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（３）現地測量 

本業務は、以下の条件で現地測量を実施するものである。 

範 囲 

項 目 
測量範囲－１ 測量範囲－２ 測量範囲－３ 測量範囲－４ 

縮尺 １/２００ 

地域・地形 都市近郊/平地 耕地/平地 

作業工程 作業計画、細部測量、数値編集、数値地形図データファイルの作成 

 

（４）図面合成作業 

  本業務は、既往測量図データに、本業務で実施した現地測量図（測量範囲－１～－４）を合成し、

「二条城」全体の現況図データを作成するものである。既往測量図データは提供するものとする。 

 

第 19 条 公共測量作業規程の準拠 

本業務において実施する測量に当たっては、国土交通省公共測量作業規程（平成２８年３月）に準拠し

て作業を行うものとする。受注者は、その内容を作業者に周知徹底させ遵守しなければならない。 

 

第 20 条 技術者 

測量業務における主任技師は、測量法第４９条に基づき登録された測量士でなければならない。 

また、担当技術者は測量士又は測量士補でなければならない。 

 

第 21 条 作業計画 

本業務の実施に先立ち、現地の概況を現地踏査により把握すると共に、作業方法、作業人員、使用機材、

作業工程、その他必要な事項の詳細について作業実施計画書を提出し、本市監督職員の承認を得るものと

する。 

 

第 22 条 測量機器の検定 

本業務委託に使用する測量機器の検定については、（公社）日本測量技術センターが行い発行する証明

書を成果品に添付して提出するか、または受注者自身が別に定める検定要領により検定を行い、その記録

を提出するものとする。 

 

第 23 条 使用成果 

この測量に使用する基準点の成果は、本市監督職員の指示により受注者の責任において処理するもの

とする。 

 

第 24 条 検査 

受注者は、完了検査を受ける際、あらかじめ完成品及び関係資料等を整備しておき、主任技師が立会の

うえ、検査を受けなければならない。 
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第 25条 再測量 

受注者は、完了検査において測量成果に誤りが発見された場合、本市監督職員の指示に従い、受注者の

責任において、直ちに再測量を行い、誤りを訂正しなければならない。 

 

第 26 条 成果品 

成果品は，以下のとおりとする。 

(1) 観測手簿 

(2) 計算簿 

(3) 成果表 

(4) 基準点網図 

(5) 現況平面図（樹木位置平面図） 

(6) 点の記 

(7) 品質評価表及び精度管理表 

(8) 電子媒体による成果データ 

(9) その他監督員の指示するもの 

※基準点網図の縮尺及び図版については、本市監督職員と協議のうえ決定するものとする。 

 

 

図面種別 縮 尺 図 版 備 考 

現況平面図 １／２００ Ａ１ 測量範囲－１～－４ 

現況平面図（全体板） 協議による Ａ１  

樹木位置平面図 １／２００ Ａ１ 樹木位置測量範囲－１～－２ 
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第３章 樹木調査業務特記事項 

 
第 27条 樹木調査業務の内容 

本業務は、樹木調査及び樹木調査表の作成を行うものである。 

 

第 28 条 作業計画の作成及び現地踏査 

本業務の実施に先立ち、現地の概況を現地踏査により把握すると共に、作業方法、作業人員、使用機材、

作業工程、その他必要な事項の詳細について作業実施計画書を提出し、本市監督職員の承諾を得るものと

する。 

 

第 29 条 樹木調査及び樹木調査表の作成 

１ 樹木調査 

（１）高木は、樹高２ｍ以上かつ胸高直径１０ｃｍ以上の樹木を標準とし、樹種名、樹高、胸高直径（幹

周）、枝張りを調査し、樹木調査表にとりまとめること。また、調査対象木へは、ナンバリングを行

うものとするが、景観に配慮を必要とする樹木へのナンバリングについては、ナンバリングの有無や

位置、方法について事前に本市監督職員と協議の上、指示に従うこと。なお、実生木等については，

調査対象外とする。 

（２）中木は、樹高２ｍ以上３ｍ未満かつ胸高直径５ｃｍ以上の樹木を標準とし、樹種名，樹高、枝張り

を調査し、樹木調査表にとりまとめること。また、樹木へのナンバリングについては、上記（１）の

高木と同じとする。 

（３）低木は、樹高２ｍ未満の樹木を標準とし、樹種名、樹高、枝張り、本数を調査し、樹木調査表にと

りまとめること。群植の場合は、樹木調査表に面積、１ｍ2当りの本数を記載すること。また、低木

へのナンバリングは行わないものとする。 

（４）地被類（コケ類及び芝を除く）は、樹種名、樹高、１ｍ2当りの本数を調査し、樹木調査表にとり

まとめること。また、樹木調査表に面積を記載すること。ナンバリングは行わないものとする。 

（５）コケ類は種類を調査し、樹木調査票にとりまとめること。また、樹木調査表に面積を記載すること。

ナンバリングは行わないものとする。 

（６）調査対象とする高木、中木、低木、地被類及びコケ類の調査方法等については、上記（１）～（５）

の内容を標準とするが、実生木や伐採後の切株から萌芽し成長した樹木等、調査対象木として寄り難

い樹木については、着手前に本市監督職員と協議を行い、方針を決定するものとする。 

（７）写真撮影 
  ア 調査表にとりまとめる全ての高木・中木・低木・地被類及びコケ類の全景を、デジタルカメラ等

を使用し撮影すること。 
イ 劣勢木については、原因となる各部位（幹、根元、大枝等）の健康状態等が分かるように、状況

写真を撮影すること。 
（８）調査は上記の各事項を踏まえ、樹木に対し知識のある者を配置するよう配慮すること。（例として、

樹木医（財団法人日本緑化センターの樹木医資格認定登録）の資格を取得している者又は緑化・公園

工事に係る樹木調査等の経験を有する者が望ましく、自社に樹木医や樹木調査等の経験を有する者

がいない場合は、第三者に委任することもできる。） 
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２ 樹木調査表の作成 

（１）調査表は、高木、中木、低木、地被類（コケ類は地被類に含む）に区分するものとする。 

（２）劣勢木（病虫害等により樹勢に衰えが見受けられる樹木や半枯損木など）は、樹木調査票に記載す

ると共に別途、一覧表にまとめるものとする。 

 

第30条 再調査 

受注者は、完了検査において成果に誤りが発見された場合、本市監督職員の指示に従い、受注者の責任

において、直ちに再測量を行い、誤りを訂正しなければならない。 

 

第31条 成果品について 

１ 提出する成果品については、下記の「樹木調査業務 成果品一覧表」に示すとおりとする。また、各

成果品作成上の様式等については、本市監督職員と協議のうえ、決定するものとする。 

なお，成果品納入後であっても成果品に誤りがある場合は、直ちに修正するものとする。 

２ 成果品について本市監督職員より指示があった場合は、その都度速やかに提出できるように随時ま

とめておくこと。 

３ 参考、引用等を行った図書等がある場合、成果品（電子媒体、紙媒体）にその名称、ページ等を明記

し、その箇所の写しを添付すること。 

４ 成果品のとりまとめについて、不明な点がある場合は、必ず本市監督職員と協議し、その指示に従う

こと。 
 

樹木調査業務 成果品一覧表 

種 別 縮尺 図版 備考 

樹木調査表（写真を含む） － A4 様式は打合せによる 

樹木調査平面図 協議による 協議による  

その他監督員が指示するもの －   〃  

 

第 32 条 樹木調査業務の打合せ等 

１ 樹木調査業務における打合せは、業務着手時、中間打合せ１回、成果品納入時の計３回行うものと

する。ただし、中間打合せは、調査中に行うものとするが、監督員と協議のうえ、打合せ回数を変更

できるものとする。 

打合せ回数に変更が生じた場合は、設計変更の対象とする。 

2 業務着手時及び成果品納入時には、管理技術者が立ち合うものとする。 

 


